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独立行政法人福祉医療機構中期目標 

 

平成 25 年 3 月 1 日付厚生労働省発社援 0301 第 1 号指示 

変更：平成 27 年 11 月 9 日付厚生労働省発社援 1109 第 1 号指示 

 

独立行政法人福祉医療機構は、国の福祉政策及び医療政策と密接に連携しつつ、貸

付その他の公共性の高い多様な事業を公正かつ総合的に実施することにより、わが国

の福祉の増進並びに医療の普及及び向上に貢献することが期待されている。 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２９条第１項の規定に基づき、

独立行政法人福祉医療機構が達成すべき業務運営に関する目標を次のように定める。 

 

平成２５年３月１日 

厚生労働大臣 

田 村  憲 久 

 

第１ 中期目標の期間 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第２９条第２項第１号の中期目

標の期間は、平成２５年４月から平成３０年３月までの５年とする。 

 

 

第２ 法人全体の業務運営の改善に関する事項 

独立行政法人の趣旨を十分に踏まえ、業務実施方法の更なる改善を図り、機構に

期待される社会的使命を効率的、効果的に果たすことができるよう、経営管理の充

実・強化を図ること。 

 

１ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

国の政策や福祉医療に係る事業経営環境が変化する中で福祉医療に係る事業の

健全な発展を総合的に支援するため、組織編成等の業務運営体制を継続的に見直す

こと。 

 

２ 業務管理（リスク管理）の充実 

効率的かつ効果的な業務運営を行うとともに、業務の健全性及び適切性を確保す

るため、監査機能及びリスク管理機能等を強化するなど、ガバナンスの更なる高度

化を図ること。 

なお、内部統制については、更に充実・強化を図るものとし、その際、総務省の

「独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会」が平成２２年３月に公表

した報告書（「独立行政法人における内部統制と評価について」）及び総務省政策評

価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人等の業務実績に関する評価の結果等

の意見として各府省独立行政法人評価委員会等に通知した事項を参考にするもの

とすること。 
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また、政府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進すること。 

 

 

第３ 業務運営の効率化に関する事項 

通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率化に関する事項は、次のとおりと

する。 

 

１ 業務・システムの効率化と情報化の推進 

（１）業務・システム最適化計画を着実に実施し、経費の節減を図ること。 

 

（２）業務の実施を効率的かつ安定的に支援するため、システム等の継続的な改善に

努めること。 

 

（３）情報化の進展に機動的かつ的確に対応すること。 

 

２ 経費の節減 

（１）業務方法の見直し及び事務の効率化を行い、経費の節減に努めること。 

 

（２）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、以下の取組によ

り、契約の適正化を推進すること。 

① 公正かつ透明な調達手続による適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する観

点から、機構が策定した「調達等合理化計画」に基づく取組を着実に実施する

こと。 

② 一般競争入札等により契約を行う場合であっても、特に企画競争や公募を行

う場合には、競争性、透明性が十分に確保される方法により実施すること。 

③ 監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施について

徹底的なチェックを受けること。 

 

（３）運営費交付金を充当する一般管理費及び業務経費（いずれも人件費を除く。）

については、より一層の業務運営の効率化を推進し、中期目標期間の最終事業年

度において、平成２４年度と比べて一般管理費は１５％程度、業務経費は５％程

度の額を節減すること。 

（注）貸付金に係る振込及び口座振替手数料、福祉医療経営指導事業に係る経費、

社会福祉事業に関する調査研究、知識の普及及び研修に係る経費、退職手当

共済事業に係る業務委託費及び退職手当給付金支給に係る振込手数料、シス

テム関連経費、公租公課並びに特殊要因経費を除く。 

総人件費については、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく

見直すものとすること。 

機構の給与水準について、以下のような観点からの検証を行い、その検証結果

や取組状況については公表するものとすること。 
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① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与

水準を上回っていないか。 

② 職員に占める管理職割合が高いなど、給与水準が高い原因について、是正

の余地はないか。 

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民

間事業者の給与水準等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十分な説明

ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとな

っているか。 

 

 

第４  業務の質の向上に関する事項 

通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供するサービスその他の業務の

質の向上に関する事項は、次のとおりとする。 

 

１ 福祉医療貸付事業（福祉貸付事業） 

福祉貸付事業については、国の福祉政策に即して民間の社会福祉施設等の整備に

対し長期・固定・低利の資金を提供すること等により、福祉、介護サービスを安定

的かつ効率的に提供する基盤整備に資するため、以下の点に特に留意してその適正

な実施に努めること。 

 

（１）国の福祉政策における政策目標を着実に推進するため、毎年度、国と協議のう

え、当該年度における融資の基本方針を定めた融資方針に基づき、政策優先度に

即して効果的かつ効率的な政策融資を実施すること。 

 

（２）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要請等に基づき、災害復旧、制度改

正、金融環境の変化に伴う経営悪化等の緊急時における資金需要に迅速かつ機動

的に対応する等、民業補完を徹底しつつ、融資対象の重点化及び必要な融資枠の

確保、融資条件の改善等により、増大する利用者ニーズへの対応を図ること。 

特に、東日本大震災で被災した社会福祉施設等に対し、引き続き被災地支援に

資するため復旧・復興資金等の優遇融資を実施すること。 

 

（３）福祉・介護サービスを安定的かつ効率的に提供する基盤整備を推進するため、

事業者の施設整備等に関する相談等を適切に実施することにより、利用者サービ

スの向上を図ること。 

 

（４）民業補完の推進の観点から、融資や経営診断を通じて得たノウハウ等を民間金

融機関に提供するとともに、併せ貸しの一層の普及に努めること。 

なお、併せ貸しの普及にあたっては、併せ貸しの利用が進んでいない児童福祉

事業及び障害者福祉事業について要因を分析し、当該分析結果を踏まえて利用の
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向上に資する取組を行うものとすること。 

 

（５）審査業務及び資金交付業務について利用者サービスの向上を図ること。 

 

２ 福祉医療貸付事業（医療貸付事業） 

医療貸付事業については、国の医療政策に即して民間の医療施設等の整備に対し

長期・固定・低利の資金を提供すること等により、医療サービスを安定的かつ効率

的に提供する基盤整備に資するため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努

めること。 

 

（１）国の医療政策における政策目標を着実に推進するため、国と協議のうえ、融資

の基本方針を定めたガイドラインに基づき、政策優先度に即して効果的かつ効率

的な政策融資を実施すること。 

 

（２）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要請等に基づき、災害復旧、制度改

正、金融環境の変化に伴う経営悪化等の緊急時における資金需要に迅速かつ機動

的に対応する等、民業補完を徹底しつつ、融資対象の重点化及び必要な融資枠の

確保、融資条件の改善等により、増大する利用者ニーズへの対応を図ること。 

特に、東日本大震災で被災した医療関係施設等に対し、引き続き被災地支援に

資するため復旧資金等の優遇措置を実施すること。 

 

（３）医療サービスを安定的かつ効率的に提供する基盤整備を推進するため、事業者

の施設整備等に関する相談等を適切に実施することにより、利用者サービスの向

上を図ること。 

 

（４）民業補完の推進の観点から、融資や経営診断を通じて得たノウハウ等を民間金

融機関に提供すること。 

 

（５）審査業務及び資金交付業務について利用者サービスの向上を図るとともに、病

院の機能や経営状況についての第三者評価結果を融資審査に活用すること。 

 

３ 福祉医療貸付事業（債権管理） 

福祉医療貸付事業における債権管理については、政策融資としての役割を踏まえ、

地域における社会福祉施設等及び医療施設等の維持及び存続を図ることを最優先

とし、貸付債権の適正な管理を行うとともに、リスク管理債権比率の改善に努めつ

つ、不良債権の処理を促進するため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努

めること。 

 

（１）貸付債権の適正な管理 

福祉医療貸付事業の貸付債権について、継続的に貸付先の事業の状況や財務
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の状況等を把握するためのフォローアップ調査を実施するとともに、債権区分別

に適切な管理を行うこと。 

 

（２）債権悪化の未然防止の取組 

① 福祉医療経営指導事業等との連携の強化による債権悪化の未然防止に取

組むこと。 

② 金融機関としての健全性を確保する観点から、リスク管理債権の発生要因等

の分析を行い、分析結果を貸付関係部にフィードバックするなど、リスク管理

債権に対する態勢の強化を図ること。 

 

（３）経営が悪化した貸付先等への対応 

① 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、経営が悪化あるいは悪化が懸念される

貸付先に対して、貸出条件緩和等の措置を講ずることにより、地域における民

間の社会福祉施設等及び医療施設等の経営を支援すること。 

② き損する可能性が高い債権の管理の徹底を図るとともに、必要に応じて債権

保全措置を的確に実施すること。 

 

４ 福祉医療経営指導事業 

福祉医療経営指導事業（集団経営指導（セミナー）及び個別経営診断）について

は、民間の社会福祉施設、医療施設の経営者に対し、公的な立場から経営に関わる

正確な情報や有益な知識を提供し、あるいは経営状況を的確に診断することにより、

福祉、介護、医療サービスを安定的かつ効率的に提供できる施設の経営を支援する

ため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努めること。 

 

（１）集団経営指導（セミナー）については、施設の健全経営のために必要な情報を

広く施設経営者等に提供すること。 

ただし、民間と競合しない企画立案を行い、施設整備の事業計画の立案及び施

設の機能強化に資する情報等の提供に重点化すること。 

また、機構が有する病院等の経営指導のノウハウについては、民間金融機関等

へ普及を行うこと。 

 

（２）施設経営者等が施設の経営状況を的確に把握し、健全な施設経営を行うことが

できるように、顧客等のニーズを踏まえ施設経営を支援するための情報の収集・

分析・提供の充実強化に努めるとともに、新規の施設種別に係る経営指標や診断

メニューを策定すること。特に、福祉医療貸付事業の債権管理業務と連携し、経

営が悪化あるいは悪化が懸念される施設に対する経営支援に努めること。 

 

（３）集団経営指導及び個別経営診断の各業務において、運営費交付金の縮減の観点

から自己収入の拡大に努めること。 
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５ 社会福祉振興助成事業 

社会福祉振興助成事業（以下「助成事業」という。）については、特定非営利活

動法人（ＮＰＯ）等による民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活

動等に対して、効果的な資金助成を行うことにより、高齢者・障害者が自立した生

活を送れるよう、また、子どもたちが健やかに安心して成長できるよう必要な支援

等を行うため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努めること。 

 

（１）助成事業の募集に当たっては、国が示した社会福祉政策を振興するうえで政策

的に必要なテーマに重点化し、毎年度、助成方針を定め公表すること。 

 

（２）外部有識者からなる委員会による助成事業の選定については、公正性、客観性

及び透明性の一層の確保を図ること。 

また、事業内容の特性に配慮しつつ、助成事業の固定化回避に努めること。 

 

（３）助成を行った事業については、外部有識者からなる委員会において評価方針を

定め、事後評価を行うこと。 

また、事後評価結果については、選定方針の改正等に適正に反映すること。 

 

（４）助成事業が、円滑に実施され、助成先団体が行う事業の発展・充実に繋がるよ

う、適切な相談・助言に努めること。 

 

（５）事業評価の結果を踏まえ、事業効果の高い事業等の周知とその効果的な普及を

推進すること。 

 

６ 退職手当共済事業 

退職手当共済事業は、社会福祉施設等を経営する社会福祉法人等の相互扶助の精

神に基づき、社会福祉施設等に従事する職員について退職手当共済制度を確立し、

もって社会福祉事業の振興に寄与するため、以下の点に留意してその適正な実施に

努めること。 

 

（１）退職手当金の給付事務の効率化により、請求書の受付から給付までの平均処理

期間の短縮を図ること。 

 

（２）提出書類の簡素化等により、利用者の手続き面での利便性の向上及び負担の軽

減に努めること。 

 

（３）業務委託先との連携の在り方を踏まえ、事務効率化を図ること。 

 

７ 心身障害者扶養保険事業 

心身障害者扶養保険事業（以下「扶養保険事業」という。）については、地方公
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共団体が実施する心身障害者扶養共済制度（以下「扶養共済制度」という。）によ

って地方公共団体が加入者に対して負う共済責任を保険する事業に関する業務を

安定的に行うことにより、心身障害者の保護者の不安を解消し、保護者死亡後の心

身障害者の生活安定に寄与することを目的とし、以下の点に特に留意してその適正

な実施に努めること。 

なお、扶養共済制度に関し、国においては、その安定的な運営を図り、将来にわ

たり障害者に対する年金給付を確実に行うため、平成１９年度末の積立不足に対応

し、機構が定期的に行う扶養共済制度の長期的な財政状況の検証を踏まえ、毎年度

予算編成を経て必要な財政支援措置を各地方公共団体とともに講ずることとし、機

構は、上記の国・地方公共団体による財政措置を踏まえ、資金の安全かつ効率的な

運用に努めること。 

 

（１）財政状況の検証 

扶養保険事業の安定的な運営を図り、将来にわたり障害者に対する年金給付を

確実に行うため、毎年度、扶養保険事業の財政状況を検証するとともに、加入者

等に対し公表すること。 

なお、国においては少なくとも５年ごとに保険料水準等の見直しを行なうこと

としていることから、基礎数値等見直しに必要な情報を提供するとともに、将来

的に当該事業の安定的な運営に支障が見込まれる場合には、厚生労働大臣に対し

その旨申出をすること。 

 

（２）扶養保険資金の運用 

① 基本的考え方 

扶養保険資金の運用については、制度に起因する資金の特性を十分に踏

まえ、長期的な観点から安全かつ効率的に行うことにより、将来にわたっ

て扶養保険事業の運営の安定に資することを目的として行うこととし、運

用に関する基本方針（長期的に維持すべき資産構成割合（以下「基本ポー

トフォリオ」という。）を含む。）を定め、これに基づき管理を行うこと。 

また、各資産ともパッシブ運用を中心として、各年度における各資産の

ベンチマーク収益率を確保するよう努めるとともに、中期目標期間におい

ても各資産のベンチマーク収益率の確保を目標とすること。 

② 運用におけるリスク管理 

扶養保険資金については、分散投資による運用を行うとともに、運用に

伴う各種リスクの管理を行うこと。 

③ 運用に関する基本方針の見直し 

運用に関する基本方針については、必要に応じて随時見直すこと。 

④ 基本ポートフォリオの策定 

基本ポートフォリオは、長期的な観点から、厚生労働大臣が別途指示す

る運用利回りを確保するような資産構成とすること。 

なお、策定に際しては以下の点に留意すること。 
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・ 扶養保険事業の短期資金需要等を踏まえて策定すること。 

・ 基本ポートフォリオ全体のリスクを最小限に抑制すること。 

また、策定時に想定した運用環境が現実から乖離していないかなどにつ

いての検証を行い、必要に応じて随時見直すこと。 

⑤ 扶養保険事業に関する生命保険契約における運用実績等の検証 

扶養保険事業の財政状況の検証に資するため、毎年度、市場環境や投資

行動の観点から運用実績を確認する等の検証を行うこと。 

 

（３）事務処理の適切な実施 

心身障害者及びその保護者に対するサービスの向上を図るため、扶養共済制度

を運営する地方公共団体と相互の事務処理が適切になされるように連携を図るこ

と。 

 

８ 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

ＷＡＭ ＮＥＴ事業については、福祉及び保健医療に関する情報システムの整備及

び管理を行い、基幹的な福祉医療情報を重点的に提供していくとともに効率的なシ

ステム運用を行うことを目的とし、以下の点に特に留意してその適正な実施に努め

ること。 

 

（１）基幹的な福祉医療情報を重点的に提供していくとともに、提供する情報の質の

向上に努めること。 

 

（２）福祉保健医療施策及び機構業務の効率的な実施を推進するため、ＷＡＭ ＮＥＴ

の活用を図ること。 

 

（３）運営費交付金の縮減の観点から広告収入等の自己収入の拡大に努めること。 

 

９ 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業 

年金担保貸付事業については、厚生年金保険制度及び国民年金制度に基づき支給

される年金並びに労災年金担保貸付事業については、労働者災害補償保険制度に基

づき支給される年金の受給者に対し、その受給権を担保にする特例措置として低利

で小口の資金を貸し付けることにより、高齢者等の生活の安定を支援すること及び

労災年金受給者の生活を援護することを目的として、以下の点に留意してその適正

な事業実施に努めること。 

なお、当該事業については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平

成２２年１２月７日閣議決定。以下「見直しの基本方針」という。）に基づいて、

国において立案される計画に従って適切な措置を講じること。 

 

（１）業務運営コストを分析し、その適正化を図るとともに、貸付金利の水準に適切

に反映することにより、安定的で効率的な業務運営に努めること。 
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（２）業務運営に当たっては、見直しの基本方針に基づいて、国において立案される

計画に従って適切な措置を講じること。 

また、引き続き、年金受給者にとって無理のない返済となるように配慮した審

査等を行うとともに、返済中に生活困難に陥った者に係る返済条件の緩和を行う

こと。 

 

（３）年金担保貸付制度及び労災年金担保貸付制度の周知を図るとともに、受託金融

機関の窓口等における利用者への適切な対応に努めること。 

 

１０ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務及び承継教育資金貸付けあっせん業  

   務 

（１）承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務については、回収金が国への納付により

年金給付の財源となることを踏まえるとともに、当該業務終了の時期を見据え、

以下の点に留意してその適正な業務実施に努めること。 

① 年金住宅融資等債権について、貸付先の財務状況等の把握及び分析、担

保物件及び保証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を適時に行うこと

により、適切な債権管理に努めること。 

② 年金住宅融資等債権について、適時的確に回収を行うことにより、延滞

債権の発生の抑制に努めること。 

③ 延滞債権について、貸付先に対する督促、保証機関又は保証人に対する

保証履行請求及び担保物件の処分等を適切に行うことにより、早期の債権

回収に努めること。 

 

（２）承継教育資金貸付けあっせん業務 

「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２月２４日閣議決定）を 踏

まえ、引き続き、承継教育資金貸付けあっせん業務を休止すること。 

 

 

第５  財務内容の改善に関する事項 

通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改善に関する目標は、次のとおりとす

る。 

 

１ 運営費交付金以外の収入の確保 

運営費交付金を充当して行う事業については、それぞれの事業目的を損なわない

範囲で、利用者負担その他の自己収入を確保することに努めること。 

 

２ 自己資金調達による貸付原資の確保 

福祉医療貸付事業及び年金担保貸付事業において、債券の発行等による資金調達
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を適切に行うこと。 

 

３ 不要資産の国庫納付 

将来にわたり業務を確実に実施する上で必要なくなったと認められる財産（不要

財産）を速やかに国庫納付すること。 

 

 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

通則法第２９条第２項第５号のその他業務運営に関する重要目標は、次のとおり

とする。 

 

人事に関する事項 

（１）効率的かつ効果的な業務運営を行うため、組織編成及び人員配置を実情に応じ

て見直すこと。 

 

（２）人事評価制度の運用により職員の努力とその成果を適正に評価するとともに、

人材の育成に努め、士気及び専門性の高い組織運営に努めること。 


